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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第２四半期
累計期間

第59期
第２四半期
累計期間

第58期

会計期間

自平成27年
　２月１日
至平成27年
　７月31日

自平成28年
　２月１日
至平成28年
　７月31日

自平成27年
　２月１日
至平成28年
　１月31日

売上高 （千円） 1,939,602 1,890,239 4,001,989

経常利益 （千円） 301,329 217,824 630,537

四半期（当期）純利益 （千円） 192,149 145,695 399,124

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,087,250 1,087,250 1,087,250

発行済株式総数 （千株） 6,669 6,669 6,669

純資産額 （千円） 10,577,458 10,171,971 10,652,038

総資産額 （千円） 11,317,437 10,907,125 11,393,873

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 30.51 23.58 63.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 30.46 23.52 63.26

１株当たり配当額 （円） 15.00 16.00 32.00

自己資本比率 （％） 93.4 93.1 93.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 368,958 177,341 617,330

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △223,041 458,062 △308,164

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △103,800 △665,664 △198,293

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 646,227 683,409 715,018

 

回次
第58期
第２四半期
会計期間

第59期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成27年
　５月１日
至平成27年
　７月31日

自平成28年
　５月１日
至平成28年
　７月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.41 16.51

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、日本銀行によるマイナス金利政策の導入や欧州をはじめとする

世界経済の減速懸念を背景に円高・株安が進行し、企業における輸出や生産活動も横ばいになるなど、一部で景

気の回復に弱さが見られました。

今後は、景気は緩やかに回復すると見込んでおりますが、円高に伴う輸出企業の収益環境の悪化や世界経済の

下振れリスクが懸念され、その先行きに不透明な状況が続いております。

このような状況のもとで、当社は、国内では電力や一般産業、電鉄・車両業界、海外では東南アジアや中近東

各国を重点に営業活動を行った結果、受変電設備向けの遮断器用補助スイッチや鉄道変電設備向けのインター

フェイスユニットなどが増加しましたが、モーター制御装置向け端子台の減少や中近東の変電設備計画の遅れに

より落下式故障表示器などが伸びず、当第２四半期累計期間の売上高は1,890百万円（前年同期比2.5％減）とな

りました。

利益面におきましては、売上高が前年同期を下回ったほか、人件費及び経費が増加したことから、営業利益は

206百万円（前年同期比27.5％減）、経常利益は217百万円（前年同期比27.7％減）、四半期純利益は145百万円

（前年同期比24.2％減）となりました。

 

売上の状況は次のとおりであります。

なお、当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、売上の状況につきましては、製品分類

ごとに記載しております。

（制御用開閉器）

受変電設備向けに遮断器用補助スイッチが増加したことに加え、鉄道車両の保守整備向けに車両用戸閉め検出

スイッチが好調であったことから、売上高は529百万円（前年同期比1.7%増）となりました。

（接続機器）

モーター制御装置向け端子台の減少に加え、太陽光発電設備向けのコントロールセンタ用ジャックが低調で

あったことから、売上高は738百万円（前年同期比8.0%減）となりました。

（表示灯・表示器）

中近東の変電設備計画の遅れから落下式故障表示器が伸びず、米国鉄道車両用表示灯については、立上げ期の

顧客在庫積み上げを終え、ピーク生産から安定生産に入ったことで、前年に比べて減少し、売上高は311百万円

（前年同期比2.3%減）となりました。

（電子応用機器）

鉄道変電設備向けにインターフェイスユニットやインターフェイスモジュールが増加したことから、売上高は

310百万円（前年同期比4.6%増）となりました。
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(2) 財政状態

① 資産

当第２四半期会計期間末における資産は、前事業年度末比486百万円減少し、10,907百万円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金の減少731百万円、有価証券の増加301百万円、建物の増加173百万円及び投

資有価証券の減少254百万円等によるものであります。

② 負債

当第２四半期会計期間末における負債は、前事業年度末比６百万円減少し、735百万円となりました。主

な要因は、買掛金の増加３百万円、未払金の増加57百万円及び未払法人税等の減少58百万円等によるもの

であります。

③ 純資産

当第２四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末比480百万円減少し、10,171百万円となりまし

た。主な要因は、利益剰余金の増加38百万円、自己株式の増加558百万円及びその他有価証券評価差額金の

増加36百万円等によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ31百万

円減少し、683百万円（前年同四半期は646百万円）となりました。

 

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において営業活動による資金の増加は、177百万円（前年同期比51.9％減）となり

ました。主なプラス要因は、税引前四半期純利益217百万円、減価償却費104百万円、売上債権の減少51百

万円等であり、主なマイナス要因は、たな卸資産の増加37百万円及び法人税等の支払額121百万円等による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において投資活動による資金の増加は、458百万円（前年同期は223百万円の減

少）となりました。主な要因は、定期預金の払戻による収入700百万円（同預入による支出との純額）、金

型投資を含む有形固定資産の取得による支出241百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において財務活動による資金の減少は、665百万円（前年同期比541.3％増）とな

りました。要因は、自己株式の取得による支出559百万円及び配当金の支払額106百万円によるものであり

ます。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、67百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,676,000

計 26,676,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年９月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,669,000 6,669,000
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 6,669,000 6,669,000 － －
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(2)【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成28年４月26日

新株予約権の数（個） 86

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株

予約権の行使により発行又は移転される株式１株当たりの

金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成28年５月11日

至　平成58年５月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,148　　（注）３

資本組入額　574　　（注）４

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」

という。）は、新株予約権を行使することができる期間に

おいて、当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地

位をも喪失した日の翌日から６年を経過する日までの間に

限り、新株予約権を行使できるものとする。

新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、当該被

相続人が死亡した日の翌日から６ヶ月を経過する日までの

間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することがで

きる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役会

の承認を要するものとする。

代用払込み関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通

株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権

のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、新株予約権の目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の計算により調整致します。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締

役会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができるものとします。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

２．新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日において、ブラック・ショールズモデルにより算出した１

株当たりのストックオプションの公正な評価単価に、付与株式数を乗じた金額と致します。

なお、新株予約権者は、当該払込金額の払込みに代えて、当社に対する報酬債権をもって相殺するものと

し、金銭の払込みを要しないものと致します。

３．発行価格は、割当日における新株予約権の公正価額（１株当たり1,147円）と新株予約権の行使時の払込

額（１株当たり１円）を合算しております。

４．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で、これにより新規に発行され

る株式はありません。

なお、自己株式を充当する場合は、資本組入を行いません。
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５．組織再編行為時における新株予約権の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割

につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残

存する新株予約権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号

のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行

要領に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと致します。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた

条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限ります。

 

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年５月１日～

平成28年７月31日
－ 6,669,000 － 1,087,250 － 1,704,240
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(6)【大株主の状況】

  平成28年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

藤本　豊士 名古屋市瑞穂区 739 11.09

公益財団法人藤本奨学会 滋賀県草津市野村３－４－１ 650 9.74

ゴールドマン・サックス・ア

ンド・カンパニーレギュラー

アカウント

（常任代理人　ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA

（東京都港区六本木６－10－１　六本木ヒ

ルズ森タワー）

514 7.71

藤本　順子 京都市左京区 489 7.33

有限会社藤本興産 京都市左京区下鴨北園町59－１ 460 6.89

ゴールドマンサックスイン

ターナショナル

（常任代理人　ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K.

（東京都港区六本木６－10－１　六本木ヒ

ルズ森タワー）

364 5.46

エスアイエックス　エスアイ
エス　エルティディー
（常任代理人　株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行）

BASLERSTRASSE 100, CH-4600

OLTEN SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

253 3.79

株式会社京都銀行
（常任代理人　資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700

（東京都中央区晴海１－８－12　晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ
棟）

132 1.98

京都中央信用金庫 京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町91 130 1.94

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 108 1.62

計 － 3,841 57.60

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のうちには、信託業務に係る株式79千

株が含まれております。

２．当社は自己株式770千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記大株主の状況から除い

ております。

３．ファースト・イーグル・インベストメント・マネジメント・エルエルシーから、平成25年10月３日付で変

更報告書（特例対象株券等）が関東財務局長に提出されておりますが、当社としては当第２四半期会計期

間末における実質所有株式数の確認が出来ておりません。なお、当該報告書の内容は次の通りでありま

す。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ファースト・イーグル・イン
ベストメント・マネジメン
ト・エルエルシー

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨー
ク市アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ
1345 576 8.64

（First Eagle Investment

Management, LLC）
（1345 Avenue of the Americas, New
York, NY 10105-4300 U.S.A）
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４．ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン株式会社から、平成28年６月13日付で大量保有（変更）報告書

が関東財務局長に提出されておりますが、当社としては当第２四半期会計期間末における実質所有株式数

の確認が出来ておりません。なお、当該報告書の内容は次の通りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ユナイテッド・マネージャー
ズ・ジャパン株式会社

東京都港区赤坂５－４－１５　ＡＲＡ赤坂
ビル　４階

367 5.50

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　770,900 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他）  普通株式　　5,895,800 58,958 同上

単元未満株式  普通株式　　　　2,300 － －

発行済株式総数 6,669,000 － －

総株主の議決権 － 58,958 －

 

②【自己株式等】

平成28年７月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

不二電機工業株式

会社

京都市中京区御池

通富小路西入る東

八幡町585番地

770,900 － 770,900 11.55

計 － 770,900 － 770,900 11.55

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年５月１日から平成28

年７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年２月１日から平成28年７月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,015,018 4,283,409

受取手形及び売掛金 ※１ 1,418,916 ※１ 1,375,104

電子記録債権 197,508 190,259

有価証券 － 301,273

製品 138,466 156,122

仕掛品 357,807 398,912

原材料 402,576 381,627

その他 81,278 81,616

流動資産合計 7,611,570 7,168,325

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 902,084 1,075,672

土地 1,357,427 1,357,427

その他（純額） 337,584 376,202

有形固定資産合計 2,597,096 2,809,302

無形固定資産 23,490 19,851

投資その他の資産   

投資有価証券 1,150,999 896,122

その他 10,715 13,523

投資その他の資産合計 1,161,715 909,645

固定資産合計 3,782,302 3,738,799

資産合計 11,393,873 10,907,125
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年７月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 111,941 114,994

短期借入金 150,000 150,000

未払金 67,290 124,921

未払法人税等 124,754 66,643

賞与引当金 61,725 62,895

役員賞与引当金 10,560 －

その他 103,746 96,680

流動負債合計 630,017 616,135

固定負債   

退職給付引当金 16,996 25,080

その他 94,821 93,938

固定負債合計 111,817 119,019

負債合計 741,835 735,154

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,087,250 1,087,250

資本剰余金 1,704,240 1,704,240

利益剰余金 7,926,391 7,965,019

自己株式 △257,984 △816,477

株主資本合計 10,459,897 9,940,031

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 180,580 216,925

評価・換算差額等合計 180,580 216,925

新株予約権 11,559 15,013

純資産合計 10,652,038 10,171,971

負債純資産合計 11,393,873 10,907,125
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年２月１日
　至　平成28年７月31日)

売上高 1,939,602 1,890,239

売上原価 1,169,165 1,177,366

売上総利益 770,436 712,872

販売費及び一般管理費 ※ 485,438 ※ 506,239

営業利益 284,997 206,633

営業外収益   

受取利息 3,842 2,779

受取配当金 4,278 5,070

助成金収入 6,756 4,535

その他 2,551 2,123

営業外収益合計 17,428 14,508

営業外費用   

支払利息 1,097 1,032

支払手数料 － 735

為替差損 － 1,549

営業外費用合計 1,097 3,317

経常利益 301,329 217,824

特別損失   

固定資産除却損 142 97

特別損失合計 142 97

税引前四半期純利益 301,186 217,726

法人税等 109,037 72,031

四半期純利益 192,149 145,695
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年２月１日
　至　平成28年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 301,186 217,726

減価償却費 90,815 104,104

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,010 △10,560

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,146 8,084

受取利息及び受取配当金 △8,121 △7,850

支払利息 1,097 1,032

助成金収入 △6,756 △4,535

有形固定資産除却損 142 97

売上債権の増減額（△は増加） 130,401 51,060

たな卸資産の増減額（△は増加） △45,795 △37,812

仕入債務の増減額（△は減少） 15,913 3,053

その他 △3,637 △37,774

小計 468,382 286,628

利息及び配当金の受取額 8,855 9,202

利息の支払額 △1,240 △1,616

助成金の受取額 6,756 4,535

法人税等の支払額 △113,795 △121,407

営業活動によるキャッシュ・フロー 368,958 177,341

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,800,000 △3,700,000

定期預金の払戻による収入 3,700,000 4,400,000

有価証券の売却及び償還による収入 200,000 －

有形固定資産の取得による支出 △113,215 △241,138

無形固定資産の取得による支出 △9,757 △460

投資有価証券の取得による支出 △200,284 △338

その他 215 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △223,041 458,062

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △559,228

配当金の支払額 △103,800 △106,435

財務活動によるキャッシュ・フロー △103,800 △665,664

現金及び現金同等物に係る換算差額 73 △1,349

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,190 △31,608

現金及び現金同等物の期首残高 604,037 715,018

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 646,227 ※ 683,409
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対

応報告第32号 平成28年６月17日)を当第２四半期会計期間より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（追加情報）

法人税率の変更等による影響

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布されました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成29年２月１日に開始する

事業年度及び平成30年２月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.06％から30.69％

に、平成31年２月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.06％から30.46％にな

ります。

なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１．四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、前事業年度及び当第２四半期会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び

四半期会計期間末日満期手形がそれぞれ、期末残高及び四半期会計期間末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当第２四半期会計期間
（平成28年７月31日）

受取手形 8,664千円 13,738千円

 

　２．偶発債務

　当社が加入する「京都機械金属厚生年金基金」（総合型）は平成26年２月20日開催の代議員会において特

例解散の方針を決議致しました。

　同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額と業績に与える影響につきまし

ては、現時点においては不確定要素が多く、合理的な見積金額を算定することができません。

 

（四半期損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

　前第２四半期累計期間

（自　平成27年２月１日

　　至　平成27年７月31日）

　当第２四半期累計期間

（自　平成28年２月１日

　　至　平成28年７月31日）

給料 151,007千円 156,970千円

賞与引当金繰入額 33,181千円 36,164千円

退職給付費用 19,372千円 22,134千円

役員賞与引当金繰入額 1,330千円 －千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 

　前第２四半期累計期間

（自　平成27年２月１日

　至　平成27年７月31日）

　当第２四半期累計期間

（自　平成28年２月１日

　至　平成28年７月31日）

現金及び預金勘定  4,946,227千円  4,283,409千円

預入期間が３か月を超える定期預金  △4,300,000千円  △3,600,000千円

現金及び現金同等物 　 646,227千円 　 683,409千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成27年２月１日　至平成27年７月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月23日

定時株主総会
普通株式 103,919 16.50 平成27年１月31日 平成27年４月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第２四半期会計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月３日

取締役会
普通株式 94,472 15.00 平成27年７月31日 平成27年10月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成28年２月１日　至平成28年７月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月26日

定時株主総会
普通株式 107,068 17.00 平成28年１月31日 平成28年４月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第２四半期会計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月１日

取締役会
普通株式 94,369 16.00 平成28年７月31日 平成28年10月３日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年６月２日開催の取締役会決議に基づき、自己株式400,000株の取得を行いました。この結

果、当第２四半期累計期間において自己株式が558,400千円増加し、当第２四半期会計期間末において自己株式

が816,477千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、セグメントの記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成27年２月１日
至　平成27年７月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年２月１日
至　平成28年７月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 30円51銭 23円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 192,149 145,695

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 192,149 145,695

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,298 6,179

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 30円46銭 23円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 10 14

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成28年９月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ) 中間配当による配当金の総額　…………………………　94,369千円

　(ロ) １株当たりの金額　…………………………………………　16円00銭

　(ハ) 中間配当の効力発生日（支払開始日）　………　平成28年10月３日

（注）平成28年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年９月１日

 

不二電機工業株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　一浩　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　朋之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている不二電機工業株

式会社の平成28年２月１日から平成29年１月31日までの第59期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年５月１日から平

成28年７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年２月１日から平成28年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、不二電機工業株式会社の平成28年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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